
金庫の主要な事業の内容

金融 ADR 制度への対応

1 預金業務

5 付帯業務

3 有価証券投資業務

2 貸出業務

4 内国為替業務

当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期預金、定期
積金、別段預金、納税準備預金等を取り扱っております。

●日本銀行歳入代理店　●地方公共団体の公金取扱業務　●信金中央金庫、（株）日本政策金融公庫等の代理貸付業務

預金の支払準備及び資金運用のため、国債、地方債、社債、
株式、その他の証券に投資しております。

手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取り扱っております。

送金為替、振込及び代金取立等を取り扱っております。

譲渡可能な預金を取り扱っております。
銀行引受手形、商業手形等の割引を取り扱っております。

1. 預　金

1. 代理業務

1. 貸　付

2. 譲渡性預金

2. 保護預り及び貸金庫業務

4. 公共債の引受

6. 保険商品の窓口販売（保険業法第275条第1項により行う保険募集）

7. スポーツ振興くじ（toto）の払戻業務

3. 債務の保証

5. 国債及び投資信託の窓口販売

8. 電子債権記録業に係る業務

2. 手形の割引

苦情処理措置

紛争解決措置

当金庫は、お客さまからの苦情のお申し出に公正かつ的確に対応するため業務運営体制・内部規則を整
備し、その内容をホームページ等で公表しています。

苦情は、当金庫営業日（9時～17時）に営業店（電話番号は56・57ページ参照）または総務部（電話：
0225-95-4111）にお申し出ください。

当金庫は、紛争解決のため、当金庫営業日に上記総務部または全国しんきん相談所（9時～17時、電話：
03-3517-5825）にお申し出があれば、東京弁護士会（電話：03-3581-0031）、第一東京弁護士会（電
話：03-3595-8588）、第二東京弁護士会（電話：03-3581-2249）の仲裁センター等にお取次ぎいたしま
す。また、お客さまから各弁護士会に直接お申し出いただくことも可能です。なお、前記弁護士会の仲裁セン
ター等は、東京都以外の各地のお客さまにもご利用いただけます。その際には、お客様のアクセスに便利な
東京以外の弁護士会をご利用する方法もあります。例えば、東京以外の弁護士会において東京の弁護士会
とテレビ会議システム等を用いる方法（現地調停）や、東京以外の弁護士会に案件を移す方法（移管調停）
があります。ご利用いただける弁護士会については、あらかじめ前記「東京弁護士会、第一東京弁護士会、
第二東京弁護士会、全国しんきん相談所または当金庫総務部」にお尋ねください。
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